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会社概要 （ＪＡＳＤＡＱ 2749） 

u 社名： （株）ＪＰホールディングス JP­HOLDINGS,INC. 

u 設立： 1996年1月 

u 資本金： 501百万円（発行株式数；15,169） 

u 役員： 代表取締役 山口 洋（44歳） 

u 事業内容： 純粋持株会社 

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ事業 64.7％ 

飲食事業および給食の請負事業18.2％ 

保育事業 16.9％ 物品販売事業0.2％ 

u 連結企業： （株）ジェイ・プランイング、（株）ジェイキッチン、 

（株）日本保育サービス、（有）ジェイ・キャスト、（株）ジェイ・プランニング販売 

u 社員数： 35名（含む連結268名）



中間決算の概要 中間決算の概要
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2006年3月期 中間連結業績 

▲９０．２％ ５ ５７ 当期純利益 

▲４９．０％ ５２ １０２ 経常利益 

▲６０．７％ ３０ ７８ 営業利益 

８．２％ ２，６２５ ２，４２６ 売上高 

増減率 １７年９月 １６年９月 

単位： 百万円
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事業内容（1） 

保育事業 
16.9% 

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 
事業 
64.8% 

飲食・給食 
関連事業 
18.2% 

物品販売 
事業 
0.2% 

保育事業 

10.5% 

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 
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2005/3  中間  2006/3  中間
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事業内容（2） 

uｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ事業 
n 契約パチンコ店にﾜｺﾞﾝｻｰﾋﾞｽｽﾀｯﾌを派遣し、ﾊﾟﾁﾝｺ店の 

顧客にｺｰﾋｰ等を提供 

u飲食・給食の請負事業 

n ﾊﾟﾁﾝｺ店内ﾌｰﾄﾞｺｰﾅｰの運営、飲食専門店の運営
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事業内容（3） 

u当社グループの成長ドライバー事業
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部門別業績 

８４ ７６ 4.3％ ４８２ ４６２ 飲食、他 

△６３ △５４ 74.5％ ４４３ ２５４ 保育 

１８０ ２２５ △0.6％ １，699 １，７１０ アミューズメント 

１７年９月 １６年９月 １７年９月 １６年９月 

営業利益 伸び率 売上高 

単位： 百万円 

４ １ 期初の新規開園数 

２４ １６ 保育園数 

１７年９月末 １６年９月末 

<参考>
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財政状態 Ｂ/Ｓ ＣＦ 

△８ △１７１ △１７２ 
ネット有利子負 
債 

４５．４％ ４７．１％ ５４．８％ 株主資本比率 

１，０１０ １，０３１ ９７２ 株主資本 

２，２２５ ２，１８８ １，７３３ 総資産 

１７年９月 １７年３月 １６年９月 

単位： 百万円 

キャッシュフロー 05/3中間 06/3中間 

営業活動によるキャッシュフロー 64 1 

投資活動によるキャッシュフロー -165 -161 

財務活動によるキャッシュフロー -116 181 

現金及現金同等物中間期末残高 536 714



子育て支援事業のストーリー 子育て支援事業のストーリー
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基本戦略 

子育て支援サービスの 

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰへ向けて！ 

u保育事業への経営資源の集中（3兆円の市場規 

模） 

n 今後2年で売上高の50％超を目指す 

n  10年間で、売上高1,000億円を目標 

n Ｍ＆Ａ、ＮＰＯ法人とのアライアンスの促進 

u既存事業の拡大 

n ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙへの営業体制の強化 

n ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙへの併設飲食店の需要の取り込み
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子育て支援事業の背景 

官業の民間開放 

官の構造的財政難 

既婚女性の就業率UP 

待機児童の増加傾向 

既存園経営の零細性 

保育園の 
民営化 
ニーズ 
の高まり 

良質な 
保育サービス 
に対する 
大きな需要 

全国12,000の公立保育園の民営化 

学童クラブ・児童館の民営化
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出所：第一生命調査ﾚﾎﾟｰﾄより 

都市部の待機児童として、首都圏（埼玉・東京・神奈川・千葉）、近畿圏(大阪・兵庫） 

の６都府県及びその他政令指定都市の合計を見ると１万7,505 人となり、全待機児 

童の72.2％を占めている（保育所の不足解決が急務） 

大都市圏では、保育所施設の不足が顕著
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市場の拡大 

①自治体独自の民間事業者誘致政策（新園） 

Ø 東京都認証保育所、横浜保育室、川崎認定保育園など 

Ø 良質な供給を促す政策（新規設置） 

Ø 自治体の経費削減 

Ø 補助金有り、但し保育の質に関する基準が設けられている 

②認可保育園の指定管理者制度 

Ø 公設（既存・新設）保育園の運営を民間に委託 

Ø 公設園での新設案件は全て指定管理者制度を利用 

Ø 自治体からの補助金による収入 

③児童館・学童クラブ（指定管理者制度） 

保育制度においても官業の民間開放が進行 保育制度においても官業の民間開放が進行
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事業の収益性 

①補助金・助成金 

（設備投資や運営費用） 

②人件費（公務員  vs  民間）の節減効果 

③購買面のコスト低減 

④既存園の指定管理者制度は,初期投資・初期費用 

が不要
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優位性 

①豊富な受託実績 

Ø 認可園における実績 ⇒ 先行者利得 

②自治体との信頼関係 

③グループ経営によるシナジー効果（飲食・物販） 

④企業間の競争は限定的 

Ø 既存オペレーターの殆どが零細 

Ø 上場会社の参入実績は数社のみ
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民営化のトレンド 

自治体の独自認定制度（新園） 

認可園の指定管理者制度 

既存公立園の民営化 

2001年  2005年  200?年 

・自治体の経費削減トレンドは不可逆的 

・数多くの自治体で独自制度導入の動き 

・指定管理者制度の前倒し導入が相次ぐ 

今後導入する自治体が増加 

各自治体が前倒し実施 

12,000ヶ所の潜在対象
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学童保育・児童館マーケットの出現 

①指定管理者制度による民間委託 

②保育園との比較 

Ø 低い１施設当りの売上規模 

Ø 初期投資が不要 

Ø 格段に低い運営コスト 

Ø 資格保有スタッフの必要なし 

③近時の動き ・・・ 川崎・北九州など 

④ワゴンサービスのネットワークを利用した受託活動



中間期までの成果と 
今後の見通し 

中間期までの成果と 
今後の見通し
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保育園事業の成長 

9月末現在 ２２ 

10月1日開園 ２ 

18．4.1開園 ４ ＋α 

Ø 当期の通期売上高見込は前年同期比80%超の増収 
Ø 新園のフル稼働により30～40％の売上増加が可能 

Ø 来期初の開園予定として、優良案件を獲得 
Ø指定管理者制度に基づく受託（初期費用なし） 
Ø園当りの売上高が高い（平均約1億円） 

Ø 今後の受託案件成約により売上高は今期比倍増を展望 

保育園数
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来年度以降に予想される市場の拡がり 

① 自治体制度の拡大 

Ø 首都圏 

Ø 他の大都市圏への拡がり 

② 公立園の指定管理者制度 

Ø 既存・新設案件 

③ 学童クラブ・児童館 

Ø 自治体の数値目標あり
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株主還元策 

① 自社株買いの実施 

② 大口売り玉の消化完了（ブロックトレード） 

③ 配当政策



IRのお問合せ先： 

取締役管理本部長 荻田 

TEL: 052­933­5419 
GSP29374@nifty.com

mailto:GSP29374@nifty.com

